


























































































給　　与　　費　　明　　細　　書

1.　特　別　職

期末手当 勤勉手当

職員数 報　酬 給　料 （千円） （千円） 地域手当 通勤手当 児童手当 退職手当 計 共済費 合　　計 備考

年　間 年　間

支給率 支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

18,188
(4.40)
46,954

(4.35)

17,872
(4.40)
48,009

(4.25)

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区　　分

107,894

2,300 5284長　　　等
本
　
年
　
度

その他の
特 別 職

1,051 75,370

0 0 289,550183,264 38,316 65,142

72,88259,332 13,55038,316

75,370

前
　
年
　
度

長　　　等 4 38,316

33,650 188,498

計 1,072

154,848議　　　員 17

75,370

47,200

比

較

長　　　等 0

計

162,229 162,229議　　　員 18 114,220

その他の
特 別 職

計

1,096

1,118

77,168

191,388 38,316

336,750

13,586 72,150

0 2,300 528

2,300 76 58,564

0 0

77,168

297,96165,881 0 2,300 76

0 0 0 0 452 0

13,586

77,168

311,547

その他の
特 別 職

△ 45 △ 1,798 0 0 0 0 0

0 0議　　　員 △ 1 △ 6,326 0 0

△ 46 △ 8,124 0 △ 739 0 0

0 0 △ 1,798

316

△ 1,055

452 0 0 △ 8,411 33,614 25,203

0 △ 1,798

26,2690 0 △ 7,381 33,650

0 768 △ 36 732
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2.一般職

（1）総　括

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

703

(476)

691

(476)

12

(0)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

6,237,417

前　年　度 743,923 2,505,026 1,815,222 5,064,171 1,038,712 6,102,883

本　年　度 752,825 2,562,580 1,840,416 5,155,821 1,081,596

134,534

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 174,024 70,677 161,187 36,447

比　　　 較 8,902 57,554 25,194 91,650 42,884

78,550 47,495 4,000

前年度 168,313 70,825 161,679 32,143 642,764 411,881

663,946 467,507 6,972 42,923 85,910 778

2,735

比　 較 5,711 △ 148 △ 492 4,304 21,182 55,626 0 604

6,972 42,319 80,868 789 145,974 47,960

5,042 △ 11 △ 67,424 △ 465 1265
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ア　会計年度任用職員以外の職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

611

(11)

597

(9)

14

(2)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　　　計
備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

860,023

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費

41,470

4,850,318

前　年　度 0 2,257,511 1,659,959 3,917,470 818,553 4,736,023

本　年　度 0 2,315,858 1,674,437 3,990,295

75,050

114,295

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 159,212 70,677 154,173 36,447 530,736

比　　　 較 0 58,347 14,478 72,825

2,735

45,335 4,000

前年度 153,454 70,825 153,931 32,143 518,858 411,881 6,972

467,507 6,972 37,640 85,910 778

37,310 80,868 789 144,213 45,980

△ 645 126555,626 0 330 5,042 △ 11 △ 69,163比　 較 5,758 △ 148 242 4,304 11,878
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イ　会計年度任用職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

92

(465)

94

(467)

△ 2

-(2)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　　　計
備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

221,573

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費

1,414

1,387,099

前　年　度 743,923 247,515 155,263 1,146,701 220,159 1,366,860

本　年　度 752,825 246,722 165,979 1,165,526

3,500

20,239

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 14,812 0 7,014 0 133,210

比　　　 較 8,902 △ 793 10,716 18,825

0

2,160 0

前年度 14,859 0 7,748 0 123,906 0 0

0 0 5,283 0 0

5,009 0 0 1,761 1,980

180 00 0 274 0 0 1,739比　 較 △ 47 0 △ 734 0 9,304
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(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

増　減　額

（千円） （千円）

給　　　料 57,554 昇給に伴う 10,544  平均昇給額（月額）　5,947円 　　平均昇給率 1.85 ％

増加分 　5,947円×3月×591人

その他の増減分 47,010  職員の人事異動等による 　職員数の異動状況

 増減 職員 計

本年度予算 703 人 476 人 1179 人

前年度予算 691 人 476 人 1167 人

増　減 12 人 0 人 12 人

区　分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

短時間勤務

3
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増　減　額

（千円） （千円）

職員手当等 25,194 制度改正に伴う 23,375  勤勉手当率の改定による 23,375千円

増減分  増減　　

その他の増減分 1,819 　職員の人事異動等による 67,247千円

　増減  　　　　

　　退職予定者の状況

人員 勤続(年) 備　　考

4 3 期間満了

　退職手当の増減 - - 普通退職

-67,424千円

  (前年度  145,974千円)

区　分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

支 給 率 退職手当 (円)

3.766500 3,500,000

- 75,050,000

計 78,550,000
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(3) 給料及び職員手当等の状況

　ア. 職員１人当たり給与

　イ. 初　　任　　給

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一 　般　 行　 政 　職 技　能　労　務　職

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 300,194 324,963

令和 5年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 367,022 386,147

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 41 48

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 319,108 327,142

令和 4年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 389,115 383,810

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 42 48

区　　　　　　　　　　分
貝　　　　　塚　　　　　市 国　　の　　制　　度

一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円） 一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円）

高　　　　　　　校　　　　　　　卒 164,100 158,900 154,600 151,900

大　　　　　　　学　　　　　　　卒 191,700 ― 185,200 ―
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　ウ. 級　別　職　員　数

（ ） （ ） （ ） （ ）
11 4.0

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
40 14.5

（ ） （ ） （ ） （ ）
52 18.9 2 3.3

（ ） （ ） （ ） （ ）
67 24.4 7 11.5

（ 10 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）
36 13.1 47 77.0

( ） （ ） （ ） （ ）
55 20.0 4 6.6

( ) ( ) ( ) ( )
14 5.1 1 1.6

（ 10 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）
275 100.0 61 100.0

（ ） （ ） （ ） （ ）
11 3.9

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
42 14.9

（ ） （ ） （ ） （ ）
52 18.5 2 3.3

（ ） （ ） （ ） （ ）
69 24.6 7 11.5

（ 7 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）
40 14.2 49 80.3

( ） （ ） （ ） （ ）
47 16.7 3 4.9

( ) ( ) ( ) ( )
20 7.2

（ 7 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）
281 100.0 61 100.0

※ （　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）
　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　分 1　　級

令和5年1月1日現在 部 長・参 与

技　　　能　　　労　　　務　　　職
職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％） 職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％）

令和 5年 1月 1日現在
５　級

区　　　　　　　　分 級
一　　　般　　　行　　　政　　　職

２　級

３　級

４　級

１　級

２　級

３　級

４　級

６　級

７　級

8　級

計

１　級

令和 4年 1月 1日現在
５　級

６　級

8　級

計

７　級

8　　級

理　　　事 課 長・参 事 課長補佐・主幹 主査・主任 副主査・副主任 課　　　員 課　　　員

5　　級2　　級 3　　級 4　　級 6　　級 7　　級

3
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エ. 昇    給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

オ. 期 末 勤 勉 手 当  

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.300 ）

（ 1.125 ） （ 1.125 ） （ 2.250 ）

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.300 ）

※ （　　）内は再任用職員の支給率

区　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

本

年

度

職 員 数 336 275 61

昇 給 に 係 る 職 員 数

11 9 2

265 222 43

316 261 55

40 30 10

61

昇 給 に 係 る 職 員 数 321 265 56

号 給 数 別 内 訳

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 94.0 94.9 90.2

号 給 数 別 内 訳

91.8

15 14 1

264 220 44

42 31 11

区　　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職制上の段階、職務の

6月　（月分） 12月　（月分） （月分） 級等による加算措置

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 93.9 94.3

前

年

度

職 員 数 342 281

本　　　　年　　　　度 有
2.200 2.200 4.40

前　　　　年　　　　度 有
2.150 2.150 4.30

国　　の　　制　　度 有
2.200 2.200 4.40
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カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （令和5年1月1日現在）

キ. 地　域　手　当　（令和5年1月1日現在）

（％） 6 11.8

（人） 561 28

（％） 6 6

ク. 特 殊 勤 務 手 当  （令和4年1月1日現在）

（％）

（％）

　　夜間交替勤務手当、動物死体処理作業従事手当、救急業務従事手当

ケ. そ の 他 の 手 当  （令和4年1月1日現在）

そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等
区　　　　　　　　　　分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（3％～45％加算)

・在職時の役職等に応じた調整額を加算

応募認定退職 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上
・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算)

支 給 率 等

定　年　退　職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

　　　　　　　　　区　　　　　　　　　　　分 教育職を除く職員 教育職

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

国　の　制　度　　（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709

支 給 対 象 職 員 の 比 率 15.67 0.00 26.23

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

区　　　　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.40 0.00 0.55

通 勤 手 当 異 な る 全額支給（国支給限度月額 55,000 円）

扶 養 手 当 同 じ ―

住 居 手 当 異 な る
借家分　家賃の1/2（上限月額28,000 円支給）

（国は家賃により段階的な支給額。上限は28,000円）
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事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成25年度

128,916 ～ 106,506 令和5年度 11,834 11,834

令和4年度

平成26年度 令和5年度

73,440 ～ 49,875 ～ 12,469 12,469

令和4年度 令和6年度

平成28年度 令和5年度

～ 88,569 ～

令和4年度 令和11年度

平成29年度 令和5年度

～ 8,925 ～

令和4年度 令和8年度

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

一般財源

防 犯 灯 Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業

Ｌ Ｅ Ｄ 街 路 灯 導 入 促 進 事 業

中 学 校 教 室 空 調 設 備 設 置 事 業

自 治 体 セキ ュリ ティ ク ラ ウド 事業

25,920千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税及び地方消費
税額に変動が生
じたときは、相当
額を加算した額

16,995千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

16,995千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

370,000千円、た
だし、消費税法等
の改正によって消
費税及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

94,720千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

94,720千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成29年度 令和5年度

～ 1,120,914 ～ 15,500 0 0

令和4年度 令和9年度

平成30年度

5,772 ～ 3,540 令和5年度 674 674

令和4年度

平成30年度 令和5年度

～ 6,126 ～

令和4年度 令和6年度

平成30年度 令和5年度

～ 124,029 ～

令和4年度 令和6年度

貝 塚 市 営 住 宅 の 有 効 活 用 に
よ る 官 民 連 携 事 業

1,320,359千円、
ただし、消費税法
等の改正によって
消費税額及び地
方消費税額に変
動が生じたとき
は、相当額を加算
した額

204,973千
円、ただし、
消費税法等
の改正に
よって消費
税額及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

189,473千
円、ただし、
消費税法等
の改正に
よって消費
税額及び地
方消費税額
に変動が生
じたときは、
相当額を加
算した額

学 校 園 水 泳 授 業 充 実 事 業
（ 認 定 こ ど も 園 ）

197,350千円、た
だし、消費税法等
の改正によって消
費税額及び地方
消費税額に変動
が生じたときは、
相当額を加算した
額

73,321千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

73,321千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

10,500千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

4,412千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

4,412千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

学 校 園 水 泳 授 業 充 実 事 業
（ 小 学 校 ）

3
2
7



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成30年度 令和5年度

～ 12,123 ～

令和4年度 令和6年度

平成30年度 令和5年度

～ 4,084 ～

令和4年度 令和6年度

令和元年度 令和5年度

～ 4,521,284 ～

令和4年度 令和28年度

令和元年度 令和5年度

7,681 ～ 3,632 ～ 2,062 2,062

令和4年度 令和6年度

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳

新 庁 舎 整 備 事 業

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

学 校 園 水 泳 授 業 充 実 事 業
（ 幼 稚 園 ）

12,000千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

7,916千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

7,916千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源
一般財源

学 校 園 水 泳 授 業 充 実 事 業
（ 中 学 校 ）

19,500千円、ただ
し、消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

7,377千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

7,377千円、
ただし、消費
税法等の改
正によって消
費税額及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額を
加算した額

8,900,561千円、
ただし、金利及び
物価の変動並び
に消費税法等の
改正によって消費
税額及び地方消
費税額に変動が
生じたときは、相
当額を加算した額

4,419,211千
円、ただし、金
利及び物価の
変動並びに消
費税法等の改
正によって消
費税額及び地
方消費税額に
変動が生じた
ときは、相当
額を加算した
額

4,419,211千
円、ただし、金
利及び物価の
変動並びに消
費税法等の改
正によって消
費税額及び地
方消費税額に
変動が生じた
ときは、相当
額を加算した
額

3
2
8



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和元年度 令和5年度

27,069 ～ 12,925 ～ 14,144 14,144

令和4年度 令和7年度

令和2年度 令和5年度

～ 365,070 ～

令和4年度 令和7年度

令和2年度 令和5年度

7,211 ～ 2,782 ～ 3,504 3,504

令和4年度 令和7年度

令和2年度

120,000 ～ 63,004 令和5年度 56,996 56,996

令和4年度

令和2年度 令和5年度

～ 262,541 ～

令和4年度 令和7年度

1,018,150千円、
ただし、消費税
法等の改正等に
よって消費税及
び地方消費税額
に変動が生じた
ときは、相当額
を加算した額

755,609千
円、ただ
し、消費税
法等の改正
等によって
消費税及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額
を加算した
額

755,609千
円、ただ
し、消費税
法等の改正
等によって
消費税及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額
を加算した
額

異 動 受 付 支 援 シ ス テ ム
及 び Ｒ Ｐ Ａ 導 入 事 業

英 語 指 導 講 師 派 遣 事 業

中学校給食調理業務委託事業

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

市民文化会館管理運営事業

933,940千円、た
だし、消費税法
等の改正等に
よって消費税及
び地方消費税額
に変動が生じた
ときは、相当額
を加算した額

568,870千
円、ただ
し、消費税
法等の改正
等によって
消費税及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額
を加算した
額

568,870千
円、ただ
し、消費税
法等の改正
等によって
消費税及び
地方消費税
額に変動が
生じたとき
は、相当額
を加算した
額

3
2
9



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和2年度

26,200 ～ 16,796 令和5年度 9,404 6,268 3,136

令和4年度

令和3年度 令和5年度

3,795 ～ 740 ～ 2,759 2,759

令和4年度 令和8年度

令和3年度

13,554 ～ 6,490 令和5年度 6,732 6,732

令和4年度

令和3年度 令和5年度

90,000 ～ 30,000 ～ 60,000 30,000 30,000

令和4年度 令和7年度

令和3年度 令和5年度

1,980 ～ 367 ～ 734 734

令和4年度 令和6年度

令和3年度 令和5年度

11,577 ～ 1,589 ～ 9,988 9,988

令和4年度 令和8年度

1,500 令和4年度 0 令和5年度 1,500 1,500

4,000 令和4年度 0 令和5年度 4,000 4,000

ブランディング・シティプロ
モ ー シ ョ ン 事 業
（ 店 舗 誘 致 及 び
開 業 運 営 支 援 ）

新 刊 書 誌 情 報 供 給 事 業

広 報 紙 等 配 布 事 業

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

一般財源

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

市 議 会 だ よ り 印 刷 事 業

路 線 価 付 設 業 務

マイナンバーカード交付等
予 約 ・ 管 理 業 務

子 ど も ・ 子 育 て
交 流 施 設 運 営 事 業

3
3
0



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,000 令和4年度 0 令和5年度 6,138 6,138

令和5年度

令和4年度 0 ～

令和7年度

令和5年度

12,144 令和4年度 0 ～ 11,154 11,154

令和9年度

11,715 令和4年度 0 令和5年度 11,715 11,715

5,710 令和4年度 0 令和5年度 5,710 5,710

5,500 令和4年度 0 令和5年度 5,500 5,500

2,387 令和4年度 0 令和5年度 2,387 2,387

3,480 令和4年度 0 令和5年度 1,134 226 908

障 害 者 計 画 等 策 定 事 業

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

一年度につ
き、かいづか
ふるさと応援
寄附に対す
る寄附額の
7％までの額
に消費税及
び地方消費
税を加算し
た額

一年度につ
き、かいづか
ふるさと応援
寄附に対す
る寄附額の
7％までの額
に消費税及
び地方消費
税を加算し
た額

ふ る さ と 納 税 業 務 委 託 料

府知事選挙及び府議会議員
選 挙 事 業

市 議 会 議 員 一 般 選 挙 事 業

一年度につき、か
いづかふるさと応
援寄附に対する
寄附額の7％まで
の額に消費税及
び地方消費税を
加算した額

広 報 紙 印 刷 製 本 事 業

高齢者福祉計画・介護保険事
業 計 画 策 定 事 業

子 育 て 応 援 券 給 付 事 業

3
3
1



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

336 令和4年度 0 令和5年度 336 336

150,000 令和4年度 0 令和5年度 150,000 65,940 68,000 16,060

100,000 令和4年度 0 令和5年度 100,000 55,000 36,400 8,600

430,879 令和4年度 0 令和5年度 249,167 168,100 81,067

26,000 令和4年度 0 令和5年度 26,000 21,000 5,000

3,400 令和4年度 0 令和5年度 3,400 3,400

2,800 令和4年度 0 令和5年度 2,800 2,800

55 令和4年度 0 令和5年度 55 55

42,524 令和4年度 0 令和5年度 32,530 32,500 30

王 子 窪 田 処 理 分 区 汚 水 管
布 設 工 事 第 ３ ２ 工 区
（ 浸 水 対 策 事 業 分 ）

児童・教職員健康診断事業

保 健 だ よ り 印 刷 製 本 事 業

バリアフリー化整備推進事業
（ Ｊ Ｒ 東 貝 塚 駅 ）

生徒・教職員健康診断事業

支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源
一般財源

園 児 健 康 診 断 事 業

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳

市道三ツ松熊取線（大原橋）
橋 梁 補 修 工 事

Ｊ Ｒ 東 貝 塚 駅
西 口 広 場 整 備 工 事

三 館 等 合 同 施 設 整 備 事 業

3
3
2



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和5年度

68,000 令和4年度 0 ～ 68,000 34,000 34,000

令和8年度

令和5年度

8,240 令和4年度 0 ～ 8,240 4,120 4,120

令和6年度

57,783 令和4年度 0 令和5年度 57,783 46,800 10,983

令和5年度

5,192 令和4年度 0 ～ 5,192 3,894 1,298

令和6年度

4,464 令和4年度 0 令和5年度 4,464 3,000 1,464

4,092 令和4年度 0 令和5年度 4,092 4,092

3,720 令和4年度 0 令和5年度 3,720 3,720

4,466 令和4年度 0 令和5年度 4,466 4,466

16,500 令和4年度 0 令和5年度 16,500 16,500

中学校屋内運動場空調設備用
プ ロ パ ン ガ ス 供 給 事 業

個 人 番 号 カ ー ド 出 張
申 請 受 付 等 業 務

め ぐ り つ な が り あ い 事 業

山 手 地 区 公 民 館
大 規 模 改 修 事 業

個人番号カード交付等予約
コ ー ル セ ン タ ー 業 務

保健・福祉合同庁舎空調設備
改 修 工 事 設 計 委 託 事 業

子どもの生活・学習支援事業

小学校屋内運動場空調設備用
プ ロ パ ン ガ ス 供 給 事 業

貝 塚 市 文 化 財 保 存 活 用
地 域 計 画 策 定 支 援 業 務

3
3
3



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和5年度

29,950 令和4年度 0 ～ 29,950 8,006 929 21,015

令和7年度

10,120 令和4年度 0 令和5年度 10,120 9,100 1,020

令和5年度

1,643,781 令和4年度 0 ～ 1,643,781 1,232,800 410,981

令和8年度

令和5年度

6,732 令和4年度 0 ～ 6,732 6,732

令和7年度

令和5年度

1,500 ～ 1,500 1,500

令和6年度

令和5年度

4,000 ～ 4,000 4,000

令和6年度

令和5年度

8,062 ～ 8,062 8,062

令和6年度

令和5年度

4,609 ～ 4,609 4,609

令和6年度

令和5年度

7,274 ～ 7,274 7,274

令和10年度

の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源
一般財源

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳
支 出 （ 見 込 ） 額

広 報 紙 印 刷 製 本 事 業

新 庁 舎 整 備 事 業
モ ニ タ リ ン グ 支 援 業 務

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

広 報 紙 等 配 布 事 業

旅 券 発 給 業 務

ま ち の 駅 か い づ か
（ 貝 塚 市 観 光 案 内 所 ）
借 上 業 務

市 議 会 だ よ り 印 刷 事 業

市民文化会館空調機調査及び
機 器 更 新 委 託 業 務

岸和田市貝塚市斎場整備事業

3
3
4



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和5年度

26,200 ～ 26,200 17,466 8,734

令和8年度

令和5年度

352 ～ 352 352

令和6年度

令和5年度

23,000 ～ 23,000 11,500 9,300 2,200

令和6年度

令和5年度

40,000 ～ 40,000 22,000 14,500 3,500

令和6年度

令和5年度

114,000 ～ 114,000 114,000

令和6年度

令和5年度

51,595 ～ 51,595 41,700 9,895

令和6年度

令和5年度

1,935 ～ 1,935 1,935

令和6年度

南 海 二 色 浜 駅 前 広 場
整 備 工 事 設 計

脇 浜 王 子 線 （ 永 寿 橋 ）
橋 梁 補 修 工 事

保 健 だ よ り 印 刷 製 本 事 業

南 海 二 色 浜 駅
総 合 改 善 事 業 費 補 助

第 ３ 分 団 器 具 庫 建 替 工 事

防災備蓄拠点倉庫整備事業

子 ど も ・ 子 育 て
交 流 施 設 運 営 事 業

3
3
5



事　　　　　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国(府)支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和5年度

～

令和8年度

令和5年度

3,400 ～ 3,400 3,400

令和6年度

令和5年度

4,092 ～ 4,092 4,092

令和6年度

令和5年度

2,800 ～ 2,800 2,800

令和6年度

令和5年度

3,720 ～ 3,720 3,720

令和6年度

令和5年度

2,000 ～ 2,000 2,000

令和6年度

令和5年度

1,000 ～ 1,000 1,000

令和6年度

英 語 指 導 講 師 派 遣 事 業

児童・教職員健康診断事業

小学校屋内運動場空調設備用
プ ロ パ ン ガ ス 供 給 事 業

生徒・教職員健康診断事業

中学校屋内運動場空調設備用
プ ロ パ ン ガ ス 供 給 事 業

義 務 教 育 学 校 設 置
に 伴 う 引 っ 越 し 事 業

義 務 教 育 学 校 設 置
に 伴 う 不 用 品 廃 棄 事 業

支 出 （ 見 込 ） 額 の 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源
一般財源

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左　 の　 財　 源　 内　 訳

120,000千円、た
だし、消費税法等
の改正等によって
消費税及び地方
消費税額に変動
が生じたときは、
相当額を加算した
額

120,000千
円、ただし、
消費税法等
の改正等に
よって消費
税及び地方
消費税額に
変動が生じ
たときは、相
当額を加算
した額

120,000千
円、ただし、
消費税法等
の改正等に
よって消費
税及び地方
消費税額に
変動が生じ
たときは、相
当額を加算
した額

3
3
6



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和5年度

55 ～ 55 55

令和6年度

園 児 健 康 診 断 事 業

3
3
7



当 該 年 度 末
当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額 現在高見込額

千円 千円 千円 千円 千円

15,922,279 17,811,340 1,987,000 1,115,564 18,682,776

 (1) 総 務 4,550,716 5,162,587 57,100 222,772 4,996,915

 (2) 民 生 834,356 1,317,119 39,000 50,129 1,305,990

 (3) 衛 生 201,380 214,450 668,800 26,969 856,281

 (4) 農 林 水 産 8,071 6,884 15,800 883 21,801

 (5) 土 木 2,459,718 3,010,723 730,700 135,509 3,605,914

 (6) 公 営 住 宅 510,036 642,151 47,500 23,104 666,547

 (7) 消 防 811,833 860,733 131,800 123,458 869,075

 (8) 教 育 6,546,169 6,596,693 296,300 532,740 6,360,253

51,372 44,264 0 6,425 37,839

 (1) 総 務 2,000 1,750 0 250 1,500

 (2) 農 林 水 産 1,297 525 0 87 438

 (3) 土 木 18,400 16,100 0 2,300 13,800

 (4) 公 営 住 宅 5,500 4,813 0 688 4,125

 (5) 消 防 2,700 2,363 0 338 2,025

 (6) 教 育 21,475 18,713 0 2,762 15,951

15,811,490 14,853,138 296,456 1,397,322 13,752,272

 (1)
市 民 税 等
減 税 補 て ん 債

84,190 52,764 0 23,779 28,985

 (2) 臨 時 財 政 対 策 債 15,438,586 14,522,950 242,556 1,338,879 13,426,627

 (3) 減 収 補 て ん 債 166,657 156,261 0 20,599 135,662

 (4)
公 共 施 設 等
除 却 債

122,057 121,163 53,900 14,065 160,998

31,785,141 32,708,742 2,283,456 2,519,311 32,472,887

2. 災 害 復 旧 債

3. そ の 他

合　　　　　　計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額
当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

1. 普 通 債

3
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議案第21号 

 

令和５年度貝塚市国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和５年度貝塚市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ10,025,882千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

(一時借入金) 

第２条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、2,000,000千

円と定める。 

(歳出予算の流用) 

第３条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

(２) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれら

の経費の各項の間の流用。 

 

令和５年２月15日提出 

貝塚市長 酒 井  了   
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給　　与　　費　　明　　細　　書

1.　特　別　職

期末手当 勤勉手当

職員数 報　酬 給　料 （千円） （千円） 地域手当 通勤手当 児童手当 退職手当 計 共済費 合　　計 備考

年　間 年　間

支給率 支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

0

0 0 0 0 0 0

0 0

00 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0
その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0

0 0議　　　員 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0

320

3200 0

320

3200 0 0 0

320

0

0 0 0

0

比

較

長　　　等 0

計

0 0議　　　員

その他の
特 別 職

計

20

20

320

320 0

前
　
年
　
度

長　　　等

0

計 20

0議　　　員

320

0

00

320

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区　　分

長　　　等
本
　
年
　
度

その他の
特 別 職

20 320

0 0 320320 0 0

3
6
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2.一般職

（1）総　括

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

18

(9)

18

(9)

0

(0)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 444 0 0 △ 350 0

0

比　 較 △ 94 △ 336 △ 602 402 △ 86 902 0 △ 376

0 1,562 888 0 0 1,170

0 820 0

前年度 3,735 1,416 7,359 1,806 16,003 9,732

15,917 10,634 0 1,186 444 0

△ 1,940

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 3,641 1,080 6,757 2,208

比　　　 較 294 △ 776 △ 984 △ 1,466 △ 474

146,128

前　年　度 18,344 59,917 43,671 121,932 26,136 148,068

本　年　度 18,638 59,141 42,687 120,466 25,662

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

3
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ア　会計年度任用職員以外の職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

16

(0)

16

(0)

0

(0)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 350 0902 0 △ 375 △ 444 0 0比　 較 △ 104 △ 336 △ 602 402 △ 304

1,536 888 0 0 1,170 0

820 0

前年度 3,395 1,416 7,359 1,806 12,226 9,732 0

10,634 0 1,161 444 0 0

△ 2,732

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 3,291 1,080 6,757 2,208 11,922

比　　　 較 0 △ 955 △ 1,211 △ 2,166 △ 566

111,228

前　年　度 0 54,265 39,528 93,793 20,167 113,960

本　年　度 0 53,310 38,317 91,627 19,601

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

3
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イ　会計年度任用職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

2

(9)

2

(9)

0

(0)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 00 0 △ 1 0 0 0比　 較 10 0 0 0 218

26 0 0 0 0 0

0 0

前年度 340 0 0 0 3,777 0 0

0 0 25 0 0 0

792

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 350 0 0 0 3,995

比　　　 較 294 179 227 700 92

34,900

前　年　度 18,344 5,652 4,143 28,139 5,969 34,108

本　年　度 18,638 5,831 4,370 28,839 6,061

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

3
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(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

増　減　額

（千円） （千円）

給　　　料 △ 776 昇給に伴う 348  平均昇給額（月額）　7,243円 　　平均昇給率 2.56 ％

増加分 　7,243円×3月×16人

その他の増減分 △ 1,124  職員の人事異動等による 　職員数の異動状況

 増減　 職員 計

本年度 18 人 9 人 27 人

前年度 18 人 9 人 27 人

増　減 0 人 0 人 0 人

採用 1 人

退職 1 人

職員手当等 △ 984 制度改正に伴う 532  勤勉手当率の改定による 532千円

増減分  増減　

その他の増減分 △ 1,516  職員の人事異動等による

 増減

短時間勤務

区　分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

3
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(3) 給料及び職員手当等の状況

　ア. 職員１人当たり給与

　イ. 初　　任　　給

高　　　　　　　校　　　　　　　卒 164,100 ― 154,600 ―

大　　　　　　　学　　　　　　　卒 191,700 ― 185,200 ―

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 33 ―

区　　　　　　　　　　分
貝　　　　　塚　　　　　市 国　　の　　制　　度

一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円） 一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円）

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 260,178 ―

令和 4年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 315,905 ―

令和 5年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 301,951 ―

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 32 ―

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 259,740 ―

3
7
0



　ウ. 級　別　職　員　数

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 8.3

（ ） （ ） （ ） （ ）
3 25.0

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 8.3

( ） （ ） （ ） （ ）
4 33.3

( ) ( ) ( ) ( )
3 25.0

（ ） （ ） （ ） （ ）
12 99.9

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 8.3

（ ） （ ） （ ） （ ）
3 25.0

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 8.3

( ） （ ） （ ） （ ）
5 41.7

( ) ( ) ( ) ( )
2 16.7

（ ） （ ） （ ） （ ）
12 100.0

※ （　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）
　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　分 1　　級

令和5年1月1日現在 部 長・参 与

8　　級

理　　　事 課 長・参 事 課長補佐・主幹 主査・主任 副主査・副主任 課　　　員 課　　　員

5　　級2　　級 3　　級 4　　級 6　　級 7　　級

令和 4年 1月 1日現在
５　級

６　級

8　級

計

７　級

２　級

３　級

４　級

１　級

２　級

３　級

４　級

６　級

７　級

8　級

計

１　級

令和 5年 1月 1日現在
５　級

区　　　　　　　　分 級
一　　　般　　　行　　　政　　　職 技　　　能　　　労　　　務　　　職

職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％） 職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％）

3
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エ. 昇    給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

オ. 期 末 勤 勉 手 当  

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.300 ）

（ 1.125 ） （ 1.125 ） （ 2.250 ）

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.300 ）

※ （　　）内は再任用職員の支給率

前　　　　年　　　　度 有
2.150 2.150 4.30

国　　の　　制　　度 有
2.200 2.200 4.40

本　　　　年　　　　度 有
2.200 2.200 4.40

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 91.7 91.7

区　　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職制上の段階、職務の

6月　（月分）

11 11

12月　（月分） （月分） 級等による加算措置

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 83.3 83.3

前

年

度

職 員 数 12 12

昇 給 に 係 る 職 員 数 11 11

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

区　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

本

年

度

職 員 数 12 12

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 1

9 9

10 10

3
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カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （令和5年1月1日現在）

キ. 地　域　手　当　（令和5年1月1日現在）

（％） 6

（人） 16

（％） 6

ク. 特 殊 勤 務 手 当  （令和5年1月1日現在）

（％）

（％）

ケ. そ の 他 の 手 当  （令和5年1月1日現在）　

-

-

通 勤 手 当 異 な る 全額支給（国支給限度月額 55,000 円）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同 じ ―

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.00 0.00

支 給 対 象 職 員 の 比 率 0.00 0.00

住 居 手 当 異 な る
借家分　家賃の1/2（上限月額28,000 円支給）

（国は家賃により段階的な支給額。上限は28,000円）

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

区　　　　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 一　般　行　政　職

同　　上 同　　上 同　　上
・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算)

国　の　制　度　　（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709
・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（3％～45％加算)

技　能　労　務　職

加算措置等

支 給 率 等

定　年　退　職 24.586875 33.27075 47.709 47.709 ・在職時の役職等に応じた調整額を加算

応募認定退職 同　　上

区　　　　　　　　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分）
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議案第22号 

 

令和５年度貝塚市財産区特別会計予算 

 

令和５年度貝塚市の財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ924,949千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

令和５年２月15日提出 

貝塚市長 酒 井  了   
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議案第23号 

 

令和５年度貝塚市介護保険事業特別会計予算 

 

令和５年度貝塚市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ7,833,818千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

(一時借入金) 

第２条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、600,000千円

と定める。 

(歳出予算の流用) 

第３条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

(２) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれら

の経費の各項の間の流用。 

 

令和５年２月15日提出 

貝塚市長 酒 井  了   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
386



































給　　与　　費　　明　　細　　書

1.　特　別　職

期末手当 勤勉手当

職員数 報　酬 給　料 （千円） （千円） 地域手当 通勤手当 児童手当 退職手当 計 共済費 合　　計 備考

年　間 年　間

支給率 支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区　　分

長　　　等
本
　
年
　
度

その他の
特 別 職

84 13,008

0 0 13,00813,008 0 0

00

13,008

前
　
年
　
度

長　　　等

0

計 84

0議　　　員

13,008

0

比

較

長　　　等 0

計

0 0議　　　員

その他の
特 別 職

計

84

84

13,024

13,024 0

13,008

0

0 0 0

0

0 0

13,024

13,0240 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0

13,024

13,024

その他の
特 別 職

0 △ 16 0 0 0 0 0

0 0議　　　員 0 0 0 0

0 △ 16 0 0 0 0

0 0 △ 16

0

0

0 0 0 △ 16 0 △ 16

0 △ 16

00 0 0 0

0 0 0 0

4
1
8



2.一般職

（1）総　括

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

17

(8)

17

(7)

0

(1)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

154,050

前　年　度 17,390 59,767 42,715 119,872 25,000 144,872

本　年　度 19,124 61,102 47,065 127,291 26,759

9,178

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 3,822 2,160 7,147 1,986

比　　　 較 1,734 1,335 4,350 7,419 1,759

0 1,460 0

前年度 3,727 1,896 6,734 932 14,940 10,408

15,470 12,333 0 1,091 1,596 0

0

比　 較 95 264 413 1,054 530 1,925 0 △ 131

0 1,222 1,596 0 0 1,260

0 0 0 200 0

4
1
9



ア　会計年度任用職員以外の職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

17

(0)

16

(0)

1

(0)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　　　計
備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

22,963

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費

2,049

129,530

前　年　度 0 57,088 40,245 97,333 20,914 118,247

本　年　度 0 61,102 45,465 106,567

0

11,283

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 3,822 2,160 7,147 1,986 13,870

比　　　 較 0 4,014 5,220 9,234

0

1,460 0

前年度 3,566 1,896 6,527 932 12,972 10,408 0

12,333 0 1,091 1,596 0

1,088 1,596 0 0 1,260

200 01,925 0 3 0 0 0比　 較 256 264 620 1,054 898

4
2
0



イ　会計年度任用職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

(8)

1

(7)

△ 1

(1)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　　　計
備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

3,796

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費

△ 290

24,520

前　年　度 17,390 2,679 2,470 22,539 4,086 26,625

本　年　度 19,124 0 1,600 20,724

0

△ 2,105

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 0 0 0 0 1,600

比　　　 較 1,734 △ 2,679 △ 870 △ 1,815

0

0 0

前年度 161 0 207 0 1,968 0 0

0 0 0 0 0

134 0 0 0 0

0 00 0 △ 134 0 0 0比　 較 △ 161 0 △ 207 0 △ 368

4
2
1



(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

増　減　額

（千円） （千円）

給　　　料 1,335 昇給に伴う 330  平均昇給額（月額）　6,465円 　　平均昇給率 2.18 ％

増加分 　6,465円×3月×17人

その他の増減分 1,005  職員の人事異動等による 　職員数の異動状況

 増減　 職員 計

本年度 17 人 8 人 25 人

前年度 17 人 7 人 24 人

増　減 0 人 1 人 1 人

職員1増・会年月給(短)1減・会年時給1増

職員手当等 4,350 制度改正に伴う 617 勤勉手当率の改定による 617千円

増減分  増減　　

その他の増減分 3,733  職員の人事異動等による

 増減

短時間勤務

区　分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

4
2
2



(3) 給料及び職員手当等の状況

　ア. 職員１人当たり給与

　イ. 初　　任　　給

高　　　　　　　校　　　　　　　卒 164,100 ― 154,600 ―

大　　　　　　　学　　　　　　　卒 191,700 ― 185,200 ―

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 35 ―

区　　　　　　　　　　分
貝　　　　　塚　　　　　市 国　　の　　制　　度

一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円） 一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円）

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 278,821 ―

令和 4年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 318,495 ―

令和 5年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 318,570 ―

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 35 ―

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 271,897 ―

4
2
3



　ウ. 級　別　職　員　数

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
2 14.3

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 7.1

（ ） （ ） （ ） （ ）
3 21.4

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 7.1

( ） （ ） （ ） （ ）
6 43.0

( ) ( ) ( ) ( )
1 7.1

（ 0 ） （ 0.0 ） （ ） （ ）
14 100.0

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
2 14.3

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 7.1

（ ） （ ） （ ） （ ）
3 21.4

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 7.1

( ） （ ） （ ） （ ）
7 50.1

( ) ( ) ( ) ( )
0.0

（ 0 ） （ 0.0 ） （ ） （ ）
14 100.0

※ （　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）
　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　分 1　　級

令和5年1月1日現在 部 長・参 与

8　　級

理　　　事 課 長・参 事 課長補佐・主幹 主査・主任 副主査・副主任 課　　　員 課　　　員

5　　級2　　級 3　　級 4　　級 6　　級 7　　級

令和 4年 1月 1日現在
５　級

６　級

8　級

計

７　級

２　級

３　級

４　級

１　級

２　級

３　級

４　級

６　級

７　級

8　級

計

１　級

令和 5年 1月 1日現在
５　級

区　　　　　　　　分 級
一　　　般　　　行　　　政　　　職 技　　　能　　　労　　　務　　　職

職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％） 職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％）

4
2
4



エ. 昇    給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

オ. 期 末 勤 勉 手 当  

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.300 ）

（ 1.125 ） （ 1.125 ） （ 2.250 ）

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.300 ）

※ （　　）内は再任用職員の支給率

国　　の　　制　　度 有
2.200 2.200 4.40

本　　　　年　　　　度 有
2.200 2.200 4.40

前　　　　年　　　　度 有
2.150 2.150 4.30

前

年

度

職 員 数 14 14

昇 給 に 係 る 職 員 数 14 14

号 給 数 別 内 訳

1 1

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 100.0 100.0

区　　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職制上の段階、職務の

6月　（月分） 12月　（月分） （月分） 級等による加算措置

1 1

12 12

92.9

号 給 数 別 内 訳

0

区　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

本

年

度

職 員 数 14 14

昇 給 に 係 る 職 員 数

2 2

11 11

13 13

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 92.9

4
2
5



カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （令和5年1月1日現在）

キ. 地　域　手　当　（令和5年1月1日現在）

（％） 6

（人） 16

（％） 6

ク. 特 殊 勤 務 手 当  （令和5年1月1日現在）

（％）

（％）

ケ. そ の 他 の 手 当　（令和5年1月1日現在）

住 居 手 当 異 な る
借家分　家賃の1/2（上限月額28,000 円支給）

（国は家賃により段階的な支給額。上限は28,000円）

通 勤 手 当 異 な る 全額支給（国支給限度月額 55,000 円）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同 じ ―

-

-

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

区　　　　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 一　般　行　政　職

国　の　制　度　　（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709
・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（3％～45％加算)

技　能　労　務　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.00 0.00

支 給 対 象 職 員 の 比 率 0.00 0.00

・在職時の役職等に応じた調整額を加算

応募認定退職 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上
・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算)

支 給 率 等

定　年　退　職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等
区　　　　　　　　　　分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

4
2
6



 

議案第24号 

 

令和５年度貝塚市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

令和５年度貝塚市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,334,790千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

(歳出予算の流用) 

第２条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

令和５年２月15日提出 

貝塚市長 酒 井  了   

427

















給　　与　　費　　明　　細　　書

1.一般職

（1）総　括

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

3

(4)

3

(2)

0

(2)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0 0

0

比　 較 △ 95 0 △ 395 36 44 △ 134 0 54

0 164 0 0 0 600

0 600 0

前年度 718 954 2,242 972 3,587 2,224

3,631 2,090 0 218 0 0

1,614

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 623 954 1,847 1,008

比　　　 較 3,774 △ 1,599 △ 490 1,685 △ 71

38,210

前　年　度 7,455 11,907 11,461 30,823 5,773 36,596

本　年　度 11,229 10,308 10,971 32,508 5,702

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

4
4
1



ア　会計年度任用職員以外の職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

3

(0)

3

(0)

0

(0)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0△ 134 0 54 0 0 0比　 較 △ 95 0 △ 395 36 △ 402

164 0 0 0 600 0

600 0

前年度 718 954 2,242 972 2,780 2,224 0

2,090 0 218 0 0 0

△ 3,309

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 623 954 1,847 1,008 2,378

比　　　 較 0 △ 1,599 △ 936 △ 2,535 △ 774

23,830

前　年　度 0 11,907 10,654 22,561 4,578 27,139

本　年　度 0 10,308 9,718 20,026 3,804

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

4
4
2



イ　会計年度任用職員

(人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

(4)

0

(2)

0

(2)

※（　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

地域手当 扶養手当
時間外勤務
手　　　当 住居手当 期末手当 勤勉手当 特殊勤務手当 通勤手当 管理職手当

義務教育等
教員特別手当 退職手当 児童手当

管理職員
特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 00 0 0 0 0 0比　 較 0 0 0 0 446

0 0 0 0 0 0

0 0

前年度 0 0 0 0 807 0 0

0 0 0 0 0 0

4,923

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

本年度 0 0 0 0 1,253

比　　　 較 3,774 0 446 4,220 703

14,380

前　年　度 7,455 0 807 8,262 1,195 9,457

本　年　度 11,229 0 1,253 12,482 1,898

区　　分
職 員 数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計

備　考報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 等 計

4
4
3



(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

増　減　額

（千円） （千円）

給　　　料 △ 1,599 昇給に伴う 69  平均昇給額（月額）　7,600円 　　平均昇給率 2.82 ％

増加分 　7,600円×3月×3人

その他の増減分 △ 1,668  職員の人事異動等による 　職員数の異動状況

 増減　 職員 計

本年度 3 人 4 人 7 人

前年度 3 人 2 人 5 人

増　減 0 人 2 人 2 人

職員1増・会年月給(短)1減・会年時給2増

異動による若年職員への入替

職員手当等 △ 490 制度改正に伴う 105  勤勉手当率の改定による 105千円

増減分  増減　　

その他の増減分 △ 595  職員の人事異動等による

 増減

短時間勤務

区　分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

4
4
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(3) 給料及び職員手当等の状況

　ア. 職員１人当たり給与

　イ. 初　　任　　給

高　　　　　　　校　　　　　　　卒 164,100 ― 154,600 ―

大　　　　　　　学　　　　　　　卒 191,700 ― 185,200 ―

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 35 ―

区　　　　　　　　　　分
貝　　　　　塚　　　　　市 国　　の　　制　　度

一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円） 一　般　行　政　職　　（円） 技　能　労　務　職　　（円）

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 269,350 ―

令和 4年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 303,408 ―

令和 5年 1月 1日現在 平　均　給　与　月　額　　　　（円） 311,980 ―

平　　  均　　  年　　  齢　　　 （歳） 36 ―

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平　均　給　料　月　額　　　　（円） 277,650 ―

4
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　ウ. 級　別　職　員　数

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 50.0

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 50.0

( ） （ ） （ ） （ ）

( ) ( ) ( ) ( )

（ ） （ ） （ ） （ ）
2 100.0

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
1 50.0

（ ） （ ） （ ） （ ）

( ） （ ） （ ） （ ）
1 50.0

( ) ( ) ( ) ( )

（ ） （ ） （ ） （ ）
2 100.0

※ （　　　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）
　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　分 1　　級

令和5年1月1日現在 部 長・参 与

8　　級

理　　　事 課 長・参 事 課長補佐・主幹 主査・主任 副主査・副主任 課　　　員 課　　　員

5　　級2　　級 3　　級 4　　級 6　　級 7　　級

令和 4年 1月 1日現在
５　級

６　級

8　級

計

７　級

２　級

３　級

４　級

１　級

２　級

３　級

４　級

６　級

７　級

8　級

計

１　級

令和 5年 1月 1日現在
５　級

区　　　　　　　　分 級
一　　　般　　　行　　　政　　　職 技　　　能　　　労　　　務　　　職

職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％） 職　員　数　　（人） 構　成　比　　（％）
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エ. 昇    給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１　号　給 （人）

２　号　給 （人）

３　号　給 （人）

４　号　給 （人）

５号給以上 （人）

（％）

オ. 期 末 勤 勉 手 当  

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.300 ）

（ 1.125 ） （ 1.125 ） （ 2.250 ）

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.300 ）

※ （　　）内は再任用職員の支給率

国　　の　　制　　度 有
2.200 2.200 4.40

本　　　　年　　　　度 有
2.200 2.200 4.40

前　　　　年　　　　度 有
2.150 2.150 4.30

前

年

度

職 員 数 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 2 2

号 給 数 別 内 訳

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 100.0 100.0

区　　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職制上の段階、職務の

6月　（月分） 12月　（月分） （月分） 級等による加算措置

2 2

100.0

号 給 数 別 内 訳

区　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

本

年

度

職 員 数 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数

2 2

2 2

比 率 （Ｂ）/（Ａ） 100.0

4
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カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （令和5年1月1日現在）

キ. 地　域　手　当　（令和5年1月1日現在）

（％） 6

（人） 3

（％） 6

ク. 特 殊 勤 務 手 当  （令和5年1月1日現在）

（％）

（％）

ケ. そ の 他 の 手 当　（令和5年1月1日現在）

-

-

通 勤 手 当 異 な る 全額支給（国支給限度月額 55,000 円）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同 じ ―

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.00 0.00

支 給 対 象 職 員 の 比 率 0.00 0.00

住 居 手 当 異 な る
借家分　家賃の1/2（上限月額28,000 円支給）

（国は家賃により段階的な支給額。上限は28,000円）

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

区　　　　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 一　般　行　政　職

国　の　制　度　　（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709
・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（3％～45％加算)

技　能　労　務　職

・在職時の役職等に応じた調整額を加算

応募認定退職 同　　上 同　　上 同　　上 同　　上
・在職時の役職等に応じた調整額を加算
・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算)

支 給 率 等

定　年　退　職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等
区　　　　　　　　　　分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
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